第１号様式（第６関係）
番号
年月日

　香川県知事　殿

[bookmark: _GoBack]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては、所在地、
法人名称及び代表者氏名

　　年度地域密着型サービス等整備事業費補助金の交付申請について

　地域密着型サービス等整備事業（地域密着型サービス等整備等助成事業・介護施設等の施設開設準備経費等支援事業・定期借地権設定のための一時金の支援事業・既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業・介護職員の宿舎施設整備事業）を下記のとおり実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

記

１　交付申請額　　　　　　　　　円

２　補助金所要額調書　別紙（１）のとおり

３　事業計画書　別紙（２）のとおり

４　歳入歳出（収入支出）予算書（見込書）　別紙（３）のとおり

５　その他参考となる書類　

別紙（２）－１－１（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　地域密着型サービス等整備等助成事業
　　　　　　（地域密着型サービス等整備助成事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地	
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
	現在定員
	増加定員
	合計

	
人
	
人
	
人


（６）居室の種類

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 施設整備の区分（創設、増築等の別）
エ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
オ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付資料）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 整備予定の施設の位置がわかる地図
· ハザードマップ（施設の所在地を記載すること）
· 安全上及び避難上の対策に係る資料（浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
· 建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図　
· 工事費目別内訳書及び設計書　等


別紙（２）－１－２（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　地域密着型サービス等整備等助成事業
　　　　　　（介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地	
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
（６）居室の種類

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 施設整備の区分（施設等の一部改修等の別）
エ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
オ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付資料）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図
· ハザードマップ（施設の所在地を記載すること）
· 安全上及び避難上の対策に係る資料（浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
· 工事費目別内訳書及び設計書
· 事業内容の分かるもの
· 市町村長の意見書（申請者が市町村計画に沿った介護施設等を創設する旨を記載したもの）
· 介護施設等の創設と広域型施設の大規模修繕又は耐震化の両方に係る１年から４年程度の範囲内を期間とする整備計画　等

別紙（２）－１－３（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　地域密着型サービス等整備等助成事業
　　　（災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
○移転前：
○移転後：
（２）災害レッドゾーンの種別
（３）施設の種類
（４）設置主体及び経営主体
（５）事業の目的及び効果
（６）入所（利用）定員
（７）居室の種類

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
エ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付資料）
· 現施設が災害レッドゾーンに所在することが分かる資料
· 新施設の位置図、建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図、各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· ハザードマップ、安全上及び避難上の対策に係る資料（新施設が浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
· 工事費目別内訳書及び設計書
· 事業内容の分かる参考資料　等


別紙（２）－１－４（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　地域密着型サービス等整備等助成事業
　　（災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
○移転前：
○移転後：
（２）災害イエローゾーンの種別
（３）施設の種類
（４）設置主体及び経営主体
（５）事業の目的及び効果
（６）入所（利用）定員
（７）居室の種類

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
エ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付資料）
· 現施設が災害イエローゾーンに所在することが分かる資料
· 新施設の位置図、建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図、各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 新施設のハザードマップ、安全上及び避難上の対策に係る資料（新施設が浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
· 工事費目別内訳書及び設計書
· 事業内容の分かる参考資料　等



別紙（２）－２－１（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
　　　　　　（介護施設等の施設開設準備経費支援事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種別
（３）設置主体及び経営主体名
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
	現在定員
	増加定員
	合計

	
人
	
人
	
人


（※小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所の場合は、宿泊定員数）

３　施設開設計画
（１）開設予定年月日
（２）施設整備の状況
　　ア 工事着工（予定）年月日
　　イ 完成（予定）年月日
　　ウ 施設整備の区分（新設、増床等の別）
（３）経費の内訳
	費目
	内容
	金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※費目の欄には、交付要綱の別表１第５欄対象経費に掲げる、賃金、需用費、備品購入費などの費目を記載すること。
※内容の内訳がわかる資料（品名、数量、単価、見積り金額等を記載した一覧表）を添付すること。
（４）その他参考事項
（添付資料）
・見積書
・整備予定の施設の位置がわかる地図
・ハザードマップ（施設の所在地を記載すること）
・安全上及び避難上の対策に係る資料（浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
・建物平面図　
・施設整備の区分の内容が分かるもの　等

別紙（２）－２－２（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
　　　　　（介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入支援）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種別
（３）設置主体及び経営主体名
（４）入所（利用）定員
（※小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所の場合は、宿泊定員数）

３　施設開設計画
（１）開設予定年月日
（２）施設整備の状況
　　ア 工事着工（予定）年月日
　　イ 完成（予定）年月日
　　ウ 施設整備の区分（施設の一部改修等の別）

４　介護ロボット・ＩＣＴの導入事業計画
（１）事業実施予定期間
（２）事業内容
（３）期待される効果
（４）事業スケジュール
（５）経費の内訳
	費目
	内容
	金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※費目の欄には、交付要綱の別表１第５欄対象経費に掲げる費目を記載すること。
※内容の内訳がわかる資料（品名、数量、単価、見積り金額等を記載した一覧表）を添付すること。

（４）その他参考事項
（添付資料）
・見積書　
・導入する介護ロボット・ＩＣＴ等の詳細の分かるもの
・整備予定の施設の位置がわかる地図
・ハザードマップ（施設の所在地を記載すること）
・安全上及び避難上の対策に係る資料（浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
・建物平面図
・施設整備の区分の内容が分かるもの
・介護ロボット導入計画（介護ロボットを導入しない場合は省略可）　等


別紙（２）－２－３（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
　　　　（介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の取組支援事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）設置主体及び経営主体名
（３）事業の目的及び効果
（４）入所（利用）定員

３　事業計画
　　経費の内訳
	費目
	内容
	金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※費目の欄には、交付要綱の別表１第５欄対象経費に掲げる、需用費、備品購入費などの費目を記載すること。
※内容の内訳がわかる資料（品名、数量、単価、見積り金額等を記載した一覧表）を添付すること。

（４）その他参考事項
（添付資料）
・見積書　
・ハザードマップ（施設の所在地を記載すること）
・安全上及び避難上の対策に係る資料（浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
・建物平面図　等
別紙（２）－３（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　定期借地権設定のための一時金の支援事業

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種別
（３）設置主体及び経営主体名
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
	現在定員
	増加定員
	合計

	
人
	
人
	
人



３　施設開設計画
（１）開設予定年月日
（２）施設整備の状況
　　ア 工事着工（予定）年月日
　　イ 完成（予定）年月日
（３）　定期借地権の概要
ア 契約（予定）日
イ 借地契約期間
（４）その他参考事項
（添付資料）
· 借地契約書
· 国税庁が定める路線価が分かるもの
· 位置図　
· ハザードマップ（施設の所在地を記載すること）
· 安全上及び避難上の対策に係る資料（浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）等

別紙（２）－４－１（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
（既存施設のユニット化改修）

２　対象事業の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
（６）整備床数
　　　「個室→ユニット化」改修　　　　　　床
　　　「多床室→ユニット化」改修　　　　　床

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 施設整備の区分（個室→ユニット化、多床室→ユニット化の別）
エ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
　　　　　　　　　 改修を行う延床面積　　　　　　㎡
オ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考項
（添付資料）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 施設の位置がわかる地図
· ハザードマップ（施設の所在地を記載すること）
· 安全上及び避難上の対策に係る資料（浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
· 関係図面（配置図、改修前・後の平面図等）等　※拡張等の場合は、既存建物との関係を図面上で明示すること。
· 工事費目別内訳書及び設計書　等

別紙（２）－４－２（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
（特別養護老人ホーム（多床室）のプライバシー保護のための改修）

２　対象事業の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
（６）整備床数

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 施設整備の区分　多床室のプライバシー保護のための改修
エ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
　　　　　　　　　 改修を行う延床面積　　　　　　　　㎡
オ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付資料）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 施設の位置がわかる地図
· ハザードマップ（施設の所在地を記載すること）
· 安全上及び避難上の対策に係る資料（浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
· 関係図面（配置図、改修前・後の平面図等）※改修する居室を図面上で明示すること
· プライバシー保護のための改修工事の内容が確認できる資料　
· 工事費目別内訳書及び設計書　等



別紙（２）－４－３（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
（介護施設等における看取り環境整備推進事業）

２　対象事業の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
　　　　　　　　　 改修を行う延床面積　　　　　　　　㎡
エ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）設備経費の内訳
	費目
	内容
	金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※費目の欄には、交付要綱の別表１第５欄対象経費に掲げる備品購入費などの費目を記載すること。
※内容の内訳がわかる資料（品名、数量、単価、見積り金額等を記載した一覧表）を添付すること。

（４）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（５）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（６）その他参考事項
（添付資料）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 施設の位置がわかる地図
· ハザードマップ（施設の所在地を記載すること）
· 安全上及び避難上の対策に係る資料（浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
· 関係図面（配置図、改修前・後の平面図等）※改修する居室を図面上で明示すること
· 事業の内容が確認できる資料
· 工事費目別内訳書及び設計書
· 設備経費の見積　等

別紙（２）－４－４（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
（共生型サービス事業所の整備推進事業）

２　対象事業の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
（６）共生型サービスの指定年月日（見込みの場合はその旨を記載すること）

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
　　　　　　　　　 改修を行う延床面積　　　　　　　　㎡
エ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）設備経費の内訳
	費目
	内容
	金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※費目の欄には、交付要綱の別表１第５欄対象経費に掲げる備品購入費などの費目を記載すること。
※内容の内訳がわかる資料（品名、数量、単価、見積り金額等を記載した一覧表）を添付すること。

（４）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（５）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（６）その他参考事項
（添付資料）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 施設の位置がわかる地図
· ハザードマップ（施設の所在地を記載すること）
· 安全上及び避難上の対策に係る資料（浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等に所在する場合）
· 関係図面（配置図、改修前・後の平面図等）※改修する居室を図面上で明示すること
· 事業の内容が確認できる資料　
· 工事費目別内訳書及び設計書
· 設備経費の見積　
· 共生型サービスの指定書の写し（指定を受ける見込みの場合は省略可）　等



別紙（２）－５（第１号様式関係）

事　業　計　画　書

１　事業名　介護職員の宿舎施設整備事業

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地	
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）職員数

３　宿舎施設整備事業に係る事業計画	
（１）事業の目的及び効果
（２）宿舎施設の概要
ア 所在地
イ 定員規模　　　　　　　　　　　　名
ウ 敷地面積				㎡
エ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
オ 整備の区分（創設、増築等の別）
カ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
キ 補助対象となる面積　　　　　　　 ㎡
ク 建物の構造（				造）
ケ 家賃設定　　　　　　　円（近傍類似の家賃と比較して低廉であること）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付資料）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 整備予定の宿舎施設の位置がわかる地図
· 建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図　
· 工事費目別内訳書及び設計書
· 事業内容が分かるもの
· 対象施設の勤務表（申請月を含む直近3ヶ月間分）
· 家賃設定の根拠となる資料　等


別紙（３）（様式１号関係）

収 　支　 予　 算　 書

１　収入の部
	区　　　分
	予　　算　　額（円）
	摘　　　　　　　要

	
	
	

	計
	
	


（注）市町が申請する場合は歳入科目ごとに記載し、民間事業者が申請する場合は、補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。　


２　支出の部
	区　　　分
	予　　算　　額（円）
	摘　　　　　　　要

	
	
	

	計
	
	


（注）市町が申請する場合は支出科目ごとに記載し、民間事業者が申請する場合は、補助対象として支出予定の科目ごとに記載すること。

第２号様式（第９関係）
番号
年月日

香川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては、所在地、
法人名称及び代表者氏名

　年度地域密着型サービス等整備事業変更（中止、廃止）承認申請書について

　　　年　　月　　日付け第　　　　号で交付決定を受けた標記事業について、下記のとおり変更（中止、廃止）の承認を受けたく、関係書類を添えて申請します。

記

１　変更（中止、廃止）の内容
	事業の内容
	変更（中止、廃止）前
	変更（中止、廃止）後

	
	
	



２　変更（中止、廃止）の理由


第３号様式（第９関係）
番号
年月日

香川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては、所在地、
法人名称及び代表者氏名

年度地域密着型サービス等整備事業費補助金変更交付申請書について

　　　年　　月　　日付け第　　　　号で交付決定を受けた標記事業について、下記のとおり補助金額を変更し、交付を受けたく、関係書類を添えて申請します。

記

１　変更交付申請額　　　　　　円

　当初交付決定額　　　　　　円

　　差引増（減）額　　　　　　円

２　変更内容を証する書類

３　歳入歳出（収入支出）予算書（見込書）

４　その他参考となる書類

 
第４号様式（第10関係）
番号
年月日

香川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては、所在地、
法人名称及び代表者氏名

年度地域密着型サービス等整備事業遂行状況報告書

　　年　月　日付け　第　　号で補助金交付決定のあった　標記事業の遂行状況について、別紙のとおり報告します。
（別紙）（第４号様式関係）

	事業名
	施設の名称
（施設の種類）
	補助金（A）
	12月末までの出来高（B）
	3月末までの出来高（C）
	繰越見込高（又は翌年度実施見込高）
100-（C）=（D）
	繰越見込額（又は翌年度実施見込額）
(A)×(D)=（E）
	備考

	
	
	円
	％
	％
	％
	円
	
完了（竣工）日（予定）
平成　年　月　日

繰越理由


＜記入上の注意＞
１　事業及び施設ごとに記入すること。
２　翌年度への繰越が見込まれる場合は、「備考」欄に繰越理由を具体的に記入すること。
３　補助金（Ａ）欄には、「基準額」と「対象経費の実支出額（千円未満切り捨て）」を比較して少ない方の額を記入すること。

第５号様式（第12関係）
番号
年月日

香川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては、所在地、
法人名称及び代表者氏名

年度地域密着型サービス等整備事業実績報告書について

　　　年　　月　　日付け第　　　　号で交付決定を受けた標記事業に係る実績を下記のとおり関係書類を添えて報告します。

記

１　補助金精算書　　別紙（１）のとおり

２　事業実施結果報告書　別紙（２）のとおり

３　歳入歳出（収入支出）決算書（見込書）　　別紙（３）のとおり

４　その他参考となる書類


別紙（２）－１－１（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　地域密着型サービス等整備等助成事業
　　　　　　（地域密着型サービス等整備助成事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地	
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
	現在定員
	増加定員
	合計

	
人
	
人
	
人


（６）居室の種類

３　施設等整備事業に係る事業内容
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 施設整備の区分（創設、増築等の別）
エ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
オ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付書類）
· 施設建設工事の請負契約書の写し
· 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し（建築基準法第７条第５項又は第１８条第７項の規定による検査済証等）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図
· 建物内外の主要部分の写真　
· 工事費目別内訳書及び設計書　等


別紙（２）－１－２（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　地域密着型サービス等整備等助成事業
　　　　　　（介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地	
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
（６）居室の種類

３　施設等整備事業に係る事業内容
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 施設整備の区分（施設等の一部改修等の別）
エ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
オ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付書類）
· 施設建設工事の請負契約書の写し
· 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し（建築基準法第７条第５項又は第１８条第７項の規定による検査済証等）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図
· 建物内外の主要部分の写真　
· 工事費目別内訳書及び設計書　等



別紙（２）－１－３（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　地域密着型サービス等整備等助成事業
　　　（災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
○移転前：
○移転後：
（２）災害レッドゾーンの種別
（３）施設の種類
（４）設置主体及び経営主体
（５）事業の目的及び効果
（６）入所（利用）定員
（７）居室の種類

３　施設等整備事業に係る事業内容
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
エ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付書類）
· 施設建設工事の請負契約書の写し
· 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し（建築基準法第７条第５項又は第18条第７項の規定による検査済証等）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図
· 建物内外の主要部分の写真　
· 工事費目別内訳書及び設計書　等



別紙（２）－１－４（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　地域密着型サービス等整備等助成事業
　　（災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
○移転前：
○移転後：
（２）災害イエローゾーンの種別
（３）施設の種類
（４）設置主体及び経営主体
（５）事業の目的及び効果
（６）入所（利用）定員
（７）居室の種類

３　施設等整備事業に係る事業内容
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
エ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付書類）
· 施設建設工事の請負契約書の写し
· 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し（建築基準法第７条第５項又は第18条第７項の規定による検査済証等）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図
· 建物内外の主要部分の写真　
· 工事費目別内訳書及び設計書　等



別紙（２）－２－１（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
　　　　　　（介護施設等の施設開設準備経費支援事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種別
（３）設置主体及び経営主体名
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
	現在定員
	増加定員
	合計

	
人
	
人
	
人


（※小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所の場合は、宿泊定員数）

３　施設開設計画
（１）開設年月日

（２）施設整備の状況
　　ア 工事着工年月日
　　イ 完成年月日
　　ウ 施設整備の区分（新設、増床等の別）

（３）経費等の内訳
	費目
	内容
	金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※費目の欄には、交付要綱の別表１第５欄対象経費に掲げる、賃金、需用費、備品購入費などの費目を記載すること。
※内容の内訳がわかる資料（品名、数量、単価、支払金額等を記載した一覧表）を添付すること。

（４）その他参考事項（添付資料）
· 契約書等の写し
· 給与の支払い等が確認できるものの写し
· 備品の納品書、請求書等の写し
· 備品の写真
· 建物平面図
· 施設整備の区分の内容が分かるもの　等


別紙（２）－２－２（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
　　　　　（介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入支援）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種別
（３）設置主体及び経営主体名
（４）入所（利用）定員
（※小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所の場合は、宿泊定員数）

３　施設開設計画
（１）開設年月日
（２）施設整備の状況
　　ア 工事着工年月日
　　イ 完成年月日
　　ウ 施設整備の区分（施設等の一部改修等の別）

４　介護ロボット・ＩＣＴの導入事業計画
（１）事業実施期間
（２）事業実施内容
（３）事業実績
（４）事業の成果
（５）経費等の内訳
	費目
	内容
	金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※費目の欄には、交付要綱の別表１第５欄対象経費に掲げる費目を記載すること。
※内容の内訳がわかる資料（品名、数量、単価、支払金額等を記載した一覧表）を添付すること。

（４）その他参考事項（添付資料）
· 契約書等の写し
· 納品書、請求書等の写し
· 写真
· 導入する介護ロボット・ＩＣＴ等の詳細の分かるもの
· 建物平面図
· 施設整備の区分の内容が分かるもの
· ＩＣＴ導入実績報告書（ＩＣＴを導入しない場合は省略可）　等


別紙（２）－２－３（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
　　　　（介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の取組支援事業）

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）設置主体及び経営主体名
（３）事業の目的及び効果
（４）入所（利用）定員

３　事業計画
　　経費等の内訳
	費目
	内容
	金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※費目の欄には、交付要綱の別表１第５欄対象経費に掲げる、需用費、備品購入費などの費目を記載すること。
※内容の内訳がわかる資料（品名、数量、単価、支払金額等を記載した一覧表）を添付すること。

（４）その他参考事項（添付資料）
· 契約書等の写し
· 納品書、請求書等の写し
· 写真
· 建物平面図　等

別紙（２）－３（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　定期借地権設定のための一時金の支援事業

２　対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種別
（３）設置主体及び経営主体名
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
	現在定員
	増加定員
	合計

	
人
	
人
	
人



３　施設開設計画
（１）開設年月日

（２）施設整備の状況
　　ア 工事着工年月日
　　イ 完成年月日

（３）定期借地権の概要
ア 契約日
イ 借地契約期間

（４）その他参考事項（添付資料）
· 借地契約書
· 国税庁が定める路線価が分かるもの
· 位置図　等
　

別紙（２）－４－１（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
（既存施設のユニット化改修）

２　対象事業の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
（６）整備床数
「個室→ユニット化」改修　　　　　　床
　　　「多床室→ユニット化」改修　　　　　床

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 施設整備の区分（個室→ユニット化、多床室→ユニット化の別）
エ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
　　　　　　　　　 改修を行った延床面積　　　　　　㎡
オ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付書類）
· 施設建設工事の請負契約書の写し
· 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し（建築基準法第７条第５項又は第１８条第７項の規定による検査済証等）※改修工事（増改築含む）に建築確認が必要な場合のみ
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図
· 建物内外の主要部分の写真
· 工事費目別内訳書及び設計書　等

別紙（２）－４－２（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
（特別養護老人ホーム（多床室）のプライバシー保護のための改修）

２ 対象事業の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
（６）整備床数

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 施設整備の区分　多床室のプライバシー保護のための改修
エ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
　　　　　　　　　 改修を行った延床面積　　　　　㎡
オ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付資料）
· 施設建設工事の請負契約書の写し
· 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し（建築基準法第７条第５項又は第１８条第７項の規定による検査済証等）※改修工事（増改築含む）に建築確認が必要な場合のみ
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 関係図面（配置図、改修前・後の平面図等）※改修する居室を図面上で明示すること
· 改修後の居室の写真
· 工事費目別内訳書及び設計書　等


別紙（２）－４－３（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
（介護施設等における看取り環境整備推進事業）

２ 対象事業の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
　　　　　　　　　 改修を行った延床面積　　　　　㎡
エ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）設備経費の内訳
	費目
	内容
	金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※費目の欄には、交付要綱の別表１第５欄対象経費に掲げる備品購入費などの費目を記載すること。
※内容の内訳がわかる資料（品名、数量、単価、見積り金額等を記載した一覧表）を添付すること。

（４）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付資料）
· 契約書等の写し
· 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し（建築基準法第７条第５項又は第１８条第７項の規定による検査済証等）※改修工事（増改築含む）に建築確認が必要な場合のみ
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 関係図面（配置図、改修前・後の平面図等）※改修する居室を図面上で明示すること
· 改修後の居室の写真
· 工事費目別内訳書及び設計書
· 設備経費の納品書、請求書等の写し
· 設備経費の写真　等


別紙（２）－４－４（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
（共生型サービス事業所の整備推進事業）

２ 対象事業の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）事業の目的及び効果
（５）入所（利用）定員
（６）共生型サービスの指定年月日

３　施設等整備事業に係る事業計画	
（１）施設の規模及び構造
ア 敷地面積				㎡
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
　　　　　　　　　 改修を行った延床面積　　　　　㎡
エ 建物の構造（				造）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）設備経費の内訳
	費目
	内容
	金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※費目の欄には、交付要綱の別表１第５欄対象経費に掲げる備品購入費などの費目を記載すること。
※内容の内訳がわかる資料（品名、数量、単価、見積り金額等を記載した一覧表）を添付すること。

（４）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付資料）
· 契約書等の写し
· 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し（建築基準法第７条第５項又は第１８条第７項の規定による検査済証等）※改修工事（増改築含む）に建築確認が必要な場合のみ
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 関係図面（配置図、改修前・後の平面図等）※改修する居室を図面上で明示すること
· 改修後の居室の写真
· 工事費目別内訳書及び設計書
· 設備経費の納品書、請求書等の写し
· 設備経費の写真
· 共生型サービスの指定書の写し　等


別紙（２）－５（第５号様式関係）

事　業　実　施　結　果　報　告　書

１　事業名　介護職員の宿舎施設整備事業

２ 対象施設の概要
（１）施設の名称及び所在地
（２）施設の種類
（３）設置主体及び経営主体
（４）職員数

３　宿舎施設整備事業に係る事業計画	
（１）事業の目的及び効果
（２）宿舎施設の概要
ア 所在地
イ 定員規模　　　　　　　　　　　　名
ウ 敷地面積				㎡
エ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
オ 整備の区分（創設、増築等の別）
カ 建物の面積　　　建築面積		　　　㎡、延面積			㎡
キ 補助対象となる面積　　　　　　　 ㎡
ク 建物の構造（				造）
ケ 家賃設定　　　　　　　円 （近傍類似の家賃と比較して低廉であること）

（２）整備費の内訳
	ア 主体工事費
	円

	イ 工事事務費
	円

	ウ 小計（本体工事費）
	円

	エ その他工事費
	円

	オ 合計
	円



（３）財源の内訳
	ア 県補助金
	円

	イ ○○補助金　
	円

	ウ 設置者負担金　
	円

	（内訳）寄付金
	円

	一般財源
	円

	エ 合計
	円



（４）施工計画
ア 直営・請負の別
イ 契約年月日
ウ 着工年月日
エ 竣工年月日
オ 事業開始年月日

（５）その他参考事項
（添付資料）
· 建設工事の請負契約書の写し
· 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し（建築基準法第７条第５項又は第１８条第７項の規定による検査済証等）
· 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
· 建物配置図、建物平面図（建物面積を明記したもの）及び建物立面図
· 写真
· 工事費目別内訳書及び設計書
· 対象施設の勤務表
· 家賃設定の根拠となる資料　等

別紙（３）（第５号様式関係）

収　　支　　決　　算　　書

　　１　収入の部
	区　　　分
	決　　　算　　額（円）
	摘　　　　　　　要

	
	
	

	計
	
	


（注）市町が報告する場合は歳入科目ごとに記載し、民間事業者が申請する場合は、補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。


　　２　支出の部
	区　　　分
	決　　　算　　額（円）
	摘　　　　　　　要

	
	
	

	計
	
	


（注）市町が報告する場合は支出科目ごとに記載し、民間事業者が申請する場合は、補助対象として支出した科目ごとに記載すること。

第６号様式（第12関係）
番号
年月日

香川県知事　　殿

申請者　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては、所在地、
法人名称及び代表者氏名

年度地域密着型サービス等整備事業年度終了実績報告書について

年　月　日付け　第　　号で補助金交付決定のあった標記事業の年度終了実績について、別紙のとおり報告します。


(別紙)（第６号様式関係）

	事業名
	施設の名称
(施設の種類)
	交付決定の内容
	年度内遂行実績
	翌年度繰越額
	備　　　考

	
	
	総事業費
	補助額
	補助対象経費実支出額
	事業
進捗率
	補助金
受入額
	事業費
	補助額
	

	
	
	円
	円
	円
	％
	円
	円
	円
	
完了（竣工）日（予定）
令和年月日




